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2030 agenda and its core elements "Sustainable Development Goals (SDGs)" were adopted at the United 
Nations in September 2015. Efforts of local governments are particularly important in order to achieve the 
SDGs. Many of the SDGs indicators are not available to manage progress at local governmental level because 
the 232 SDGs indicators proposed by the UNSC (United Nations Statistical Commission) have been 
developing to manage progress towards achievement of the SDGs at the world level. Therefore, this study aims 
to develop "local SDGs indicators" that is consistent with Japanese local context along with the vision of the 
SDGs. As a result, this study proposed total 125 local SDGs indicators. In addition, the study has clarified 
synergy and trade-off among 17 goals through correlation analysis. 
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１． 序論 
（１）研究背景・目的 
2015 年 9 月に持続可能な開発のための 2030 アジェン
ダ [1]とその中核を成す「持続可能な開発目標
（Sustainable Development Goals：通称 SDGs）」が国連加
盟国によって全会一致で採択された。SDGs は 2016 年か
ら 2030 年までの 15 年間の国際目標である。この国際目
標は、17 のゴールと 169 のターゲットから構成されてお
り、これらのゴールとターゲットの進捗状況を管理する
ために合計 232 のインディケーターを国連統計委員会が
提案している。SDGs 達成に向け、先進国を含む全ての
国と地域による主体的な取組が求められている。 
SDGs は国のみならず、自治体、産業界等の多様な主
体が一丸となって協力しなければ達成できるものではな
い。中でも、自治体は市民生活に最も密着した行政組織
であり、それぞれの地域の歴史・文化や社会・経済など
の実態を踏まえた現実的で実効性の高い政策を打ち出し、
実行に移す能力と責務を有する。SDGsの達成に向けて、
自治体の責任と役割の大きさが重要視されている。 
SDGs の達成に向けて自治体レベルで取組を行う際に
は、目標達成に向けた進捗状況を計測するための指標の
活用が重要である。しかし、国連統計委員会が提案して
いる 232 のグローバルインディケーターは世界レベルで
SDGs の進捗状況を管理するために開発されており、そ
もそも自治体レベルにおける取組の進捗管理には理念的
になじまないものも含まれている。また、世界レベルで
はデータの収集可能性が検証されているが、自治体レベ
ルでは未だ検証されていない。そのため、自治体におけ
る取組の進捗管理には活用できないものも多い。 
そこで、本研究は、SDGs の理念を保ちつつ、我が国
の自治体固有の事情に即した指標「ローカル SDGs 指
標」の開発を目的とする。 
（２）ローカル SDGs の定義 
図 1 に、SDGs 達成に向けた国レベルの取組と自治体
レベルの取組の関係を表した図を示す。SDGs 達成に向
けた自治体レベルの取組には、義務的・包括的な取組と
自主的・選択的な取組の 2 つに分けることができる。 
①義務的・包括的な取組：国の方針を受けて自治体行
政の責務として推進する SDGs 達成に向けた取組 
②自主的・選択的な取組：それぞれの自治体が固有の
条件を踏まえて推進する SDGs 達成に向けた取組 
特に、自主的・選択的な取組を行っていく上では、各
自治体の固有の事情を踏まえて、SDGs をローカライズ
する必要がある。本研究では「ローカル SDGs」を以下
のように定義する。 
「ローカル SDGs」とは： 
各自治体の置かれている状況や固有の条件を踏まえつ
つ 2015 年に国連で採択された 2030 アジェンダ及びその
中核をなす SDGs を地域の目指すゴールとして落とし込
んだ（ローカライズした）もの。 
２． ローカル SDGs 指標の開発 
（１）ローカル SDGs 指標の開発の理念 
ローカル SDGs の「達成度」を測る指標を提案する。
ローカル SDGs の達成度を測る指標とは、換言すれば、
ローカル SDGs 達成（目標値）までの道筋を把握する指
標である（当該自治体が目標まで、どの程度努力が必要
か。目標値に対してどの位置にいるか。等）。以上のこ
とから、「達成度」を測るためには、目標値（2030 年に
向けて目標とする指標値）が必要である。また、目標値
を設定するためには、スタート値（2015 年時点の指標値）、
現状値（当該自治体の現状の指標値）が必要である。 
本研究では、スタート値と現状値のみを示す。自治体
の職員、ポリシーメーカーは以下の手順で目標値を設定
することを想定する。 
①：当該自治体の実態や政策等と照らし合わせ、達成
に向けて取り組むゴールを選択 
②：選択したゴールから、適当なローカル SDGs 指標
を選択 
③：選択した指標のスタート値と現状値を確認し、当
該自治体の実態を再確認 
④：選択した指標の他自治体の指標値を確認し、他の
自治体とのギャップを把握 
⑤：選択した指標のスタート値、現状値から、目標値
を設定 
以上の手順から、目標値、スタート値、現状値が揃う。
よって、本研究で提案する指標を、ローカル SDGs の「達
成度」を測る指標と定義する。目標値は自治体によって、
異なる値となるため、ローカル SDGs の達成度は、相対
比較が可能なものではない（図 2）。 
（２）ローカル SDGs 指標の開発の手法 
指標の整備プロセスを図 3 に示す。はじめに、国連統
計委員会が提案している 232 のグローバルインディケー
ターの内容を精査した。232 のグローバルインディケー
ターのうち、ローカライズせずに利用できるインディケ
ーターは表 1 の通りである。図 4 は、グローバルインデ
ィケーターのうち、ローカライズなしに利用可能なイン
ディケーターを図示可したものである。〇は、各ゴール
のインディケーターの個数を示している。グレーで塗り
つぶされている〇は、ローカライズなしで利用不可なイ
ンディケーターを示す。ゴール 3（保健）の指標は、日
本の自治体レベルでもデータを収集している指標が多く、
いくつか活用可能なインディケーターがある。一方で、
ゴール 1（貧困）、2（飢餓）、4（教育）、6（水・衛生）、
7（エネルギー）、8（雇用）、10（不平等）、11（都市）、
12（生産・消費）、13（気候変動）、14（海洋資源）、
16（平和）のインディケーターは日本の自治体レベルで
ローカライズなしに活用できるインディケーターはない。 
次にグローバルインディケーターが自治体レベルで使
用できるものか否かを判断した。使用できないものは、
ローカライズを行った。 
1. 義務的・包括的
国の方針を受けて
自治体行政の責務
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2. 自主的・選択的
それぞれの自治体が
固有の条件を踏まえて
推進するSDGs
グローバル
レベルの
SDGs
国レベルの取組
日本国としての実施指針と
8つの優先課題
自治体レベルの取組
 
図 1 自治体における SDGs 導入の枠組み 
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図 2 ローカル SDGs の達成度評価の枠組み 
 
プロセス１：
国連統計委員会が提案する232のグローバルインディケーターの内容の精査
プロセス２：
自治体レベルで活用可能なインディケーターか？
プロセス３：
日本の事情に即したインディケーターか？
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読み替え作業
（ローカライズ）
Yes
Yes
No
No
 
図 3 ローカル SDGs 指標の整備プロセス 
 
表 1 ローカライズせず利用可能なインディケーター 
インディケーター番号 インディケーター 
3.1.1 妊産婦死亡率 
3.2.1 5歳未満児死亡率 
3.2.2 新生児死亡率 
3.3.2 100,000人当たりの結核感染者数 
3.4.1 
心血管疾患、癌、糖尿病、 
又は慢性の呼吸器系疾患の死亡率 
3.4.2 自殺率 
3.6.1 道路交通事故による死亡率 
5.5.1 
国会及び地方議会において女性が 
占める議席の割合 
5.5.2 管理職に占める女性の割合 
9.2.2 
全労働者数に占める 
製造業労働者数の割合 
9.5.2 
100万人当たりの研究者 
（フルタイム相当） 
15.1.1 土地全体に対する森林の割合 
17.8.1 
インターネットを使用している 
個人の割合 
続いて、自治体レベルで使用が可能なインディケータ
ーについては、日本の事情に即しているか否かの調査を
行った。開発途上国における活用を意識して提案された
インディケーターについては先進国である日本の実態に
沿うような指標への読み替えを検討した。例えば、グロ
ーバルインディケーター1.1.1「国際的な貧困ラインを下
回って生活している人口の割合」は、日本の実態を表す
指標として、不適切であると考え、LI（Local Indicator）
1.1.1「相対的貧困世帯割合」と読み替えた。 
また、日本の自治体における活用が可能に見えるイン
ディケーターであってもデータが集まらないもの、すな
わち我が国の関係府省庁等が所管している統計資料を利
用できないものは読み替え作業を行った。 
（３）ローカル SDGs 指標の開発の結果 
上記の指標の整備を行った結果、232 のグローバルイ
ンディケーターのうち、125 のインディケーターのロー
カライズを行った。図 5 は図 4 からローカライズ可能イ
ンディケーターを塗りつぶしたものである。また、図 6
は各ゴールのグローバルインディケーター数、ローカラ
イズ可能なインディケーター数、ローカル SDGs 指標数
をグラフで示す。1 つのグローバルインディケーターに
対して、複数のローカル SDGs 指標を提案している例も
ある。一方で、複数のグローバルインディケーターに対
して、1 つのローカル SDGs 指標を提案している例もあ
る。そのため、ローカライズ可能なインディケーター数
に対して、ローカル SDGs 指標数が一致しないゴールも
存在する。縦軸にグローバルインディケーターのうち我
が国の自治体固有の事情に即した指標へ読み替え可能な
割合、横軸に各ゴールを示す。 
232 のグローバルインディケーターのうち、半数以上
がローカライズ可能であった。一方で、まだローカライ
ズ作業ができていないものやグローバルインディケータ
ーとの対応関係が薄いローカル SDGs 指標も含まれてい
る点に留意が必要である。本研究で提案した指標は、全
て公開統計情報に基づいて指標値を算出できるものであ
るが、公開統計情報以外に自治体が独自に収集、整備し
ているデータを活用しつつ独自に指標を考案することも
重要である。今後幅広い関係者による参画の下で指標整
備に関するさらなる検討がなされることが期待される。 
表 2 に本研究で提案するローカル SDGs 指標を示す。 
SDGsのインディケーター （n=232）
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７
 
図 4 ローカライズせずに利用可能な 
グローバルインディケーター 
 
SDGsのインディケーター （n=232）
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図 5 ローカライズ可能な 
グローバルインディケーター 
 
ゴール 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17
グローバル
インディケーター数 14 13 27 11 14 11 6 17 12 11 15 13 8 10 14 23 25
ローカライズ可能な
インディケーター数 12 4 14 9 9 7 3 10 9 3 14 2 5 3 6 12 3
ローカルSDGs指標数 14 5 14 12 9 7 3 10 10 3 23 2 4 3 6 11 3
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図 6 ゴール別のローカライズ可能な 
グローバルインディケーターの割合 
 
表 2 ローカル SDGs 指標一覧（LI: Local Indicator） 
LI番号 ローカル SDGs指標 LI番号 ローカル SDGs指標 LI番号 ローカル SDGs指標 
LI 
1.1.1, 1.2.1 
相対的貧困世帯割合 
LI 
5.2.1 
人口当たりの配偶者からの暴力相談件数 
LI 
11.3.1.4 
市街化調整区域面積割合 
LI 
1.3.1.1 
被保護世帯割合 
LI 
5.2.2 
女性人口当たりの強制わいせつの 
認知件数 
LI 
11.3.1.5 
市街化調整区域内人口割合 
LI 
1.3.1.2 
被保護者割合 
LI 
5.3.1 
18歳未満で結婚した女性の割合 
LI 
11.4.1 
平均文化財保存事業費（補助金の交付額） 
LI 
1.3.1.3 
平均保護受給期間 
LI 
5.4.1 
家事に従事する人の割合 
LI 
11.5.1 
災害等の自然外因による死亡者割合 
LI 
1.4.1 
水道普及率 
LI 
5.5.1 
都道府県議会議員の女性の割合 
LI 
11.5.2 
災害復旧費割合 
LI 
1.4.2 
空き家率 
LI 
5.5.2 
役員の女性の割合 
LI 
11.6.1 
廃棄物の最終処分割合 
LI 
1.5.1 
災害等の自然外因による死亡者割合 
LI 
5.a.1 
農業に従事している女性の割合 
LI 
11.6.2.1 
微小粒子状物質(PM2.5) 年平均値 
LI 
1.5.2 
災害復旧費割合 
LI 
5.b.1 
携帯電話利用割合 
LI 
11.6.2.2 
光化学オキシダント（Ox）濃度の昼間 
1時間値が 0.12ppm以上であった日数 
LI 
1.5.3, 1.5.4 
防災会議を設置している市区町村の 
割合 
LI 
6.1.1 
給水普及率 
LI 
11.6.2.3 
窒素酸化物（NOx）年平均値（ppm） 
LI 
1.a.1 
生活保護費割合 
LI 
6.2.1 
人口当たりの公衆衛生費 
LI 
11.6.2.4 
二酸化硫黄（SO2）年平均値（ppm） 
LI 
1.a.2.1 
衛生費割合 
LI 
6.3.1 
下水道処理人口普及率 
LI 
11.7.1.1 
面積当たりの図書館数、公民館数 
LI 
1.a.2.2 
教育費割合 
LI 
6.3.2 
良好な水質を持つ水域の割合 
LI 
11.7.1.2 
面積当たりの図書館面積、公民館面積 
LI 
1.a.2.3 
（衛生費+教育費+生活保護費）割合 
LI 
6.5.1 
人口当たりの水道事業所数 
LI 
11.7.1.3 
人口当たりの公園数 
LI 
1.b.1 
母子世帯への平均保護受給期間 
LI 
6.a.1 
人口当たりの下水道費 
LI 
11.7.1.4 
人口当たりの公園面積 
LI 
2.1.1 
栄養失調またはビタミン欠乏症 
における総患者割合 
LI 
6.b.1 
下水道事業着手率 
LI 
11.7.1.5 
面積当たりの公園面積 
LI 
2.2.1 
発達障害者割合 
LI 
7.1.1 
人口当たりの電力エネルギー消費量 
LI 
11.7.2 
人口当たりの性犯罪者認知件数 
LI 
2.3.1.1 
農業就業人口当たりの農業産出額 
LI 
7.2.1 
新エネルギー発電割合 
LI 
11.a.1 
市街化調整区域内人口割合 
LI 
2.3.1.2 
林業就業人口当たりの林業産出額 
LI 
7.3.1 
エネルギー消費量当たりの県内総生産 
LI 
11.b.1, 
11.b.2,  
11.c.1 
防災会議を設置している市区町村の割合 
LI 
2.4.1 
農業就業人口当たりの耕地面積 
LI 
8.1.1 
人口当たりの県内総生産 
LI 
12.4.2 
有害廃棄物割合 
LI 
3.1.1 
妊産婦死亡率 
LI 
8.2.1 
就業者当たりの県内総生産 
LI 
12.5.1 
リサイクル率 
LI 
3.2.1 
5歳未満児死亡率 
LI 
8.3.1 
農業以外におけるインフォーマル雇用の
割合 
LI 
13.1.1 
災害等の自然外因による死亡者割合 
LI 
3.2.2 
新生児死亡率 
LI 
8.5.1 
労働者の平均時給 
LI 
13.1.2, 
13.1.3 
防災会議を設置している市区町村の割合 
LI 
3.3.1 
1,000人当たりの HIV感染者数 
LI 
8.5.2 
失業率 
LI 
13.2.1.1, 
13.3.2.1 
温暖化対策地方実行計画における 
気候変動緩和策の計画の策定有無 
LI 
3.3.2 
100,000人当たりの結核感染者数 
LI 
8.7.1 
15-17歳の就業者割合 
LI 
13.2.1.2, 
13.3.2.2 
温暖化対策地方実行計画における 
気候変動適応計画の策定有無 
LI 
3.3.3 
1,000人当たりのマラリアによる 
死亡者数 
LI 
8.8.1 
労災受給率 
LI 
14.4.1 
漁獲量及び養殖収穫量増減率 
LI 
3.3.4 
10万人当たりの B型肝炎による 
死亡者数 
LI 
8.8.2 
就業者当たりの超過労働時間 
LI 
14.7.1 
県内総生産当たりの水産業産出額 
LI 
3.4.1 
心血管疾患、癌、糖尿病の死亡率 
LI 
8.9.1 
県内総生産当たりの観光消費額 
LI 
14.a.1 
研究費当たりの海洋技術関連の研究費 
LI 
3.4.2 
自殺率 
LI 
8.10.1 
人口当たりの銀行数 
LI 
15.1.1 
森林面積割合 
LI 
3.6.1 
道路交通事故による死亡率 
LI 
9.1.1 
舗装道路割合 
LI 
15.2.1 
林業試験指導機関人員率 
LI 
3.a.1 
喫煙率 
LI 
9.2.1.1 
県内総生産当たりの製造業粗付加価値額 
LI 
15.3.1 
耕作放棄地面積割合 
LI 
3.b.1 
人口当たりの薬局数 
LI 
9.2.1.2 
人口当たりの製造業粗付加価値額 
LI 
15.4.1 
生物保全地域割合 
LI 
3.b.3 
人口当たりの一般病院数 
LI 
9.2.2 
製造業労働者割合 
LI 
15.5.1 
面積当たりの絶滅危惧種数 
LI 
3.c.1 
人口当たりの医師数 
LI 
9.4.1 
製造業粗付加価値額当たりの製造業の
CO２排出量 
LI 
15.9.1 
生物多様性地域戦略に基づく計画の策定
有無 
LI 
4.1.1 
小中学校登校者割合 
LI 
9.5.1 
県内総生産当たりの研究開発費 
LI 
16.1.1 
人口当たりの殺人認知件数 
LI 
4.2.1 
5歳未満の入院者割合 
LI 
9.5.2 
100万人当たりの研究者 
LI 
16.1.3 
人口当たりのわいせつ罪認知件数 
LI 
4.2.2 
保育園登園割合 
LI 
9.a.1 
土木費割合 
LI 
16.1.4 
人口当たりの刑法犯認知件数 
LI 
4.3.1 
人口当たりの職業訓練費 
LI 
9.b.1 
全粗付加価値額に占める粗付加価値額
（電気機械器具製造業） 
LI 
16.2.1 
20 歳未満人口当たりの児童虐待相談の
対応件数 
LI 
4.4.1 
コンピューター１台当たりの生徒数 
LI 
9.c.1 
インターネット普及率 
LI 
16.2.2 
人口当たりの略奪誘拐罪・人身売買の 
認知件数 
LI 
4.5.1 
パリティ指数（男子学生／女子学生） 
LI 
10.2.1 
相対的貧困世帯割合 
LI 
16.2.3 
20歳未満当たりの児童虐待相談 
（性的虐待）の対応件数 
LI 
4.6.1 
小、中学生の国語・数学・理科の 
平均正答率 
LI 
10.4.1 
労働生産性 
LI 
16.3.1 
人口当たりの粗暴犯の認知件数 
LI 
4.a.1.1 
学校におけるインターネット 
接続状況率 
LI 
10.5.1 
財政力指数 
LI 
16.4.2 
人口当たりの組織的な犯罪の処罰及び 
犯罪収益の規制に関する法律の認知件数 
LI 
4.a.1.2 
学校におけるコンピューターの設置状
況率 
LI 
11.1.1 
ホームレス割合 
LI 
16.5.1,  
16.5.2 
人口当たりの賄賂罪の認知件数 
LI 
4.a.1.3 
人口当たりの特別支援学校数 
LI 
11.2.1 
鉄道・電車・バスの利用割合 
LI 
16.7.1 
都道府県議会議員の女性の割合 
LI 
4.a.1.4 
小中学校当たりの小中学校のトイレ数 
LI 
11.3.1.1 
人口増減 
LI 
16.9.1 
5歳未満人口割合 
LI 
4.c.1 
都道府県別「教員の ICT 活用指導力」
の状況 
LI 
11.3.1.2 
人口自然増減 
LI 
17.6.2 
世帯当たりのインターネット 
ブロードバンド契約率 
LI 
5.1.1 
特定事業主行動計画に基づく取組の 
実施状況の公表有無 
LI 
11.3.1.3 
人口社会増減 
LI 
17.8.1 
インターネット普及率 
（４）ローカル SDGs 指標の活用方法 
ローカル SDGs 指標を活用する際には、全てのローカ
ル SDGs 指標を活用するのでなく、各自治体の政策の内
容等と照らし合わせ、利用可能なローカル SDGs 指標を
自治体職員が選択的に活用することを想定している。 
図 7、図 8 に自治体のローカル SDGs 指標の活用イメ
ージを示す。図 7 は、全てのゴールの達成に向けて取り
組む大規模自治体 A 市をイメージした。一方で、図 8 は
特定のゴールに取り組む地方自治体B町をイメージした。
B 町はゴール 3（保健）、ゴール 7（エネルギー）、ゴー
ル 11（都市）、ゴール 13（気候変動）の指標のみを選択
している。 
以上のように、自治体の実態や政策等と照らし合わせ、
自治体職員が選択的に指標を活用することを想定してい
る。 
 
３． ローカル SDGs 指標を用いた全国の自治体の
相対評価 
ローカル SDGs 指標を用いた全国の自治体の相対評価
を行う。また、地方別、人口規模別に相対比較の評価結
果を集計し、要因分析を行う。評価には、2015 年のデー
タを用いた。また、2015 年のデータが統計の都合上存在
しないものは、直近の年次のデータで代用した。 
（１）ゴール 11（都市）の結果 
紙面の関係上、ゴール 11（都市）の全国の自治体の相
対評価の結果のみ示す。図 9 に都道府県、市区町村にお
けるローカル SDGs のゴール 11（都市）の全国の自治体
の相対評価の結果を示す。図 10、図 11 に都道府県と市
区町村の地方別・人口規模別に相対評価結果を集計した
グラフを示す。都道府県、市区町村ともに地方別でみる
と、大きな差異は確認されないが、人口規模別にみると、
人口の多い自治体の方が相対的に評価が高いことが確認
される。これは、人口増減、人口自然増減、人口社会増
減のスコアが高いことが要因である。ヒトが多いことで、
カネが流入し、マチとしても活性化するように、マチ・
ヒト・カネの好循環が考えられる。また、人口の多い自
治体では、面積あたりの図書館、公民館、公園の面積も
多い。これらの公共施設の整備も、人口の少ない自治体
の課題として挙げられる。一方で、PM2.5 や光化学オキ
シダントの環境面での指標値は、人口の多い自治体では
相対的に悪く、改善が求められる。 
 
４． ローカル SDGs 指標のゴール間の相関分析 
SDGs の目標群の内容は多岐にわたる。場合によって
は、1 つのゴールの達成への取組は、他のゴールの達成
を遠ざけてしまう可能性も考えられる。このようなトレ
ードオフ問題に鑑み、2030 アジェンダ内に統合性
（Integrated）の重要性を謳っている。統合性とは、SDGs
の 17 のゴールを、個々に発展させるのではなく、統合的
に問題解決することである。 
ローカルSDGs指標 （n＝139）
ゴール1
ゴール2
ゴール3
ゴール4
ゴール5
ゴール6
ゴール7
ゴール8
ゴール9
ゴール10
ゴール11
ゴール13
ゴール14
ゴール15
ゴール16
ゴール17
ゴール12
A市 全ゴールの指標を
満遍なく選択する場合
計： 75指標
 
図 7 ローカル SDGs 活用イメージ（例 1） 
 
B町 特定のゴールの指標を
集中的に選択する場合
ゴール1
ゴール2
ゴール3
ゴール4
ゴール5
ゴール6
ゴール7
ゴール8
ゴール9
ゴール10
ゴール11
ゴール13
ゴール14
ゴール15
ゴール16
ゴール17
ゴール12
計： 33指標
ローカルSDGs指標 （n＝139）
 
図 8 ローカル SDGs 活用イメージ（例 2） 
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図 9 ローカル SDGs のゴール 11（都市）の相対評価 
左：都道府県の結果、右：市区町村の結果 
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図 10 都道府県のローカル SDGs のゴール 11（都市）の 
相対評価（地方別・人口規模別） 
SDGs とその統合性に関して、研究がなされている
[3][4][5][6][7]。Pradhan ら[8]は国連統計部が公表して
いる各国の統計情報を使用し、SDGs のインディケータ
ー間の相関分析を行なった。Pradhan らの研究によると、
ゴール 11（都市）とゴール 13（気候変動）の間でシナジ
ーの関係、ゴール 10（不平等）とゴール 12（生産・消費）
の間でトレードオフの関係が確認された。 
ローカル SDGs 指標においても、シナジー／トレード
オフの関係にあるゴールが存在する可能性がある。
SDGs の特定の 1 つのゴールの達成に向けて取り組む際
に、シナジーの関係を把握していないと、他のゴールの
達成も促進するチャンスを逃す恐れがある。また、トレ
ードオフの関係を把握していないと、他のゴールの達成
を疎外する恐れがある。換言すれば、シナジー／トレー
ドオフの関係を把握していれば、統合的問題解決の一助
に資することが考えられる。よって、ローカル SDGs 指
標のゴール間のシナジー／トレードオフの関係を明確化
させる必要がある。 
図 12 にローカル SDGs 指標を用いた相関分析のうち、
「1 つのゴールと他のゴール間のシナジーの割合」をゴー
ル別に日本地図に図示化したものを示す。1 つのゴール
と他のゴールの間で、シナジーの割合が高いほど青色が
濃く、シナジーの割合が低いほど青色が薄くなっている。
本研究では、暫定的に相関係数が有意に 0.4 以上をシナ
ジー（正の相関）、有意に－0.4 以下をトレードオフ（負
の相関）とする。ゴール 4（教育）、ゴール 6（水・衛生）、
ゴール 16（平和）と他のゴール間で比較的強いシナジー
がみられた。また、ゴール 7（エネルギー）は分析対象
指標が欠損しているため、結果が得られなかった。 
 
５． 結論 
本研究では、ローカル SDGs（各自治体の置かれてい
る状況や固有の条件を踏まえつつ 2015 年に国連で採択
された 2030アジェンダ及びその中核をなす SDGsを地域
の目指すゴールとして落とし込んだ（ローカライズし
た）もの）の達成度を測る指標の開発を行った。以下に
本研究で得られた知見を示す。 
①ローカル SDGs 指標の開発：232 のグローバルイン
ディケーターのうち、半数以上の 125 指標のローカ
ライズが可能であった。 
②ローカル SDGs 指標を用いた全国の自治体の相対評
価：ローカル SDGs 指標を用いて、ゴール別に都道
府県、市区町村の相対評価を行った。 
③ローカル SDGs 指標のゴール間の相関分析：ローカ
ル SDGs 指標を用いて相関分析を行い、ゴール間の
シナジー、トレードオフの関係を把握した。 
今後の展望は、SDGs のターゲットレベルのローカラ
イズを行い、そのターゲットに紐づくインディケーター
を設定することで、より日本の自治体の実態に沿った指
標の開発を行っていくことである。 
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図 11 市区町村のローカル SDGs のゴール 11（都市）の 
相対評価（地方別・人口規模別） 
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